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社会福祉法人上寿の会 ケアハウス 

管 理 規 程 
 

第１章 総 則 
 
（規程の目的） 
第１条 この規定は、社会福祉法人上寿の会が老人福祉法（以下「法」という。）に基づいて設置

するケアハウスオパール室蘭及びケアハウスオパール八丁平（以下「施設」という。）の効果的

な運営と入所者に対する適切な処遇を確保するため、施設の目的及び運営方針、職員の定数、

区分及び職務内容、入所者に対する処遇方法、入所者の守るべき規律及びその他施設の管理に

ついての重要事項を定めることを目的とする。 
 
（施設の目的及び運営方針） 
第２条 施設は法の基本理念と関係法令及び通知に基づき、入所利用者（以下「利用者」という。）

の人間性を大切に、心身の自立性を尊重し、健康で明るく生きがいのある生活ができることを

目的として、共に和の心を以て相談及び援助等の指導を行い、適切な運営を行うことを方針と

する。 
 
（利用者定員） 
第３条 施設の入所定員は、ケアハウスオパール室蘭 70 名、ケアハウスオパール八丁平 50 名と

する。 
 
（利用者の資格） 
第４条 施設を利用できる者は、次に掲げる各号に該当する者とする。 
（１）年齢は 60 歳以上（原則）であること。ただし、配偶者の利用にあっては、この限りではな

い。 
（２）一人で生活することが不安な者、又は、家庭の事情で家族と同居することが困難であるこ

と。 
（３）伝染病疾患及び精神的疾患を有せず、かつ、問題行動を伴わないで共同生活に適応できる

こと。 
（４）資産、所得及び仕送り等の収入があって、所定の利用料等を負担できること。 
 
（利用料等） 
第５条 施設の毎月の利用料（生活費、事務費、管理費）の額は、国の定める基準に従って、ケア

ハウスオパール室蘭は別表 1 及び別表 2、ケアハウスオパール八丁平は別表 3 及び別表 4 のと

おりとする。 
２ 指定特定施設入所者生活介護及び指定介護予防特定施設入所者生活介護（以下「特定施設介

護」という。）のサービス提供の費用は、特定施設入所者生活介護オパール室蘭運営規程及び

ケアハウスオパール八丁平運営規程（以下「特定施設運営規程」という。）によるものとす

る。 
３ 通院や入退院の外出介助サービス費用及び買い物等の代行サービス費用ついては、事業所が定め

る額を負担しなければならない。 
４ 前項に規定する利用料等のほか、毎月利用者が居室において使用する電気、水道及び電話等

の使用料を負担しなければならない。 
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第２章 職員の定数、区分及び職務内容 
 
（職員の区分と定数） 
第６条 各施設に次の職員を置く。ただし、必要に応じて定数を超えた職員及び臨時職員を置く

ことができる。 
ケアハウスオパール室蘭 

（１）施設長  1 名 
（２）事務員  1 名 
（３）介護職員 1 名 
（４）栄養士  1 名 
ケアハウスオパール八丁平 

（１）施設長  1 名 
（２）介護職員 1 名 
（３）栄養士  1 名 
２ 特定施設介護にかかる職員は、特定施設入所者生活介護オパール室蘭運営規程、並びにケア

ハウスオパール八丁平運営規程によるものとする。 
 
（職務内容） 
第７条 前条に掲げる職種の業務分掌は次のとおりとする。 
（１）施設長は、理事会の決定方針に従い施設の運営管理を総括する。 
（２）事務員は、建物・備品の保全管理、庶務及び会計事務に従事する。 
（３）介護職員は、利用者の日常生活の相談、指導、介助に関すること及び居室、洗濯室、浴室、

トイレ等の管理指導に従事する。 
（４）栄養士は、食事の献立と調理指導及び利用者の栄養指導、その他給食の業務に従事する。 
２ 特定施設介護にかかる職種の業務分掌は、特定施設運営規程によるものとする。 
 
（職員の心得） 

第８条 施設長は、施設の業務を総括し、所属職員の指導監督を行い、職員は、施設の目的、運

営方針及び社会福祉施設の公益性に則りその職務の遂行に努力するほか、特に利用者に対して

は無差別平等を旨とし、常に深い理解と愛情をもって接遇し、職員相互の融和と協力を図り、

利用者への処遇の充実向上に努めなければならない。 

 

第３章 入所及び退所 

 

（入所の申込） 

第９条 施設の利用を希望する者は、利用申込書（別紙）により、必要書類を添えて施設に申込

みを行い、施設は、利用者の資格を確認の上、利用申込者名簿に登録するものとする。 
 
（利用申込者の面接、身上調査） 
第 10 条 利用希望者の調査は、本人及び身元引受人との面接により行うものとし、生活状況、家

庭状況、健康状況、収入状況等について行なうものとする。 
 
（選考委員会） 
第 11 条 利用者の選考は、入所の適正を図るため、入所利用者選考委員会（以下「委員会」と

いう。）を設置して、行うものとする。 
２ 委員会の構成及び運営については、別に定めるものとする。 
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（利用の承認及び不承認） 
第 12 条 第 10 条及び第 11 条の規程により選考の結果は、入所が適当と認めた者に対しては、

利用承認通知書（別紙）により、入所が不適当と認めた者に対しては、利用不承認通知書（別

紙）により通知するものとする。 
 
（利用者の提出書類） 
第 13 条 前条の規定により利用を承認された者は、次に掲げる書類を提出して利用の手続きを

行わなければならない。 
（１）利用契約書 
（２）誓約書及び身元引受書 
（３）その他施設長が必要と認める書類 
 
（身元引受人） 
第 14 条 身元引受人は、原則として室蘭市内及び室蘭近郊に居住して、独立の生計を営む者とす

る。ただし、未成年者、禁治産者、準禁治産者及び破産者でない者とする。 
 
（退去、利用の取消） 
第 15 条 施設の退去及び利用の取消は、次に掲げる事項に該当する場合に行うものとする。 
（１）利用者から退去の申し出があり、退去届（別紙）が提出されたとき。 
（２）入所の条件に関して虚偽の届出を行って利用されたとき。 
（３）利用料等を滞納したとき、又は納入できなくなったとき。 
（４）精神的疾患等により施設での生活に著しい支障があると認められるとき。 
（５）入院等の理由で 3 カ月以上の経過したとき、又は 3 カ月以上の期間入院が見込まれるとき。 
（６）前各項のほか、施設での生活が不適当と認められるとき。 
 
（利用料等の支払） 
第 16 条 第 5 条第 1 項に規定する利用料は、当月分を当月の 15 日までに、同条第 2 項及び同条

第 3 項に規定する利用料等は、当月分を翌月の 15 日までに、施設に納入するものとする。ただ

し、利用者からの申し出により口座振替とすることができる。 
２ 施設長は、利用者の収入の時期、その他特別な理由により、利用者が納入期限までに利用料

等を納入できないと認めるときは、納入を猶予することができる。 
３ 利用者が、長期にわたって不在あるいは利用者の責に帰さない事情で、利用しない等の理由

があり、施設長が認めるときは、生活費を減額することができる。 
４ その他施設長が特に認めるときは、別に定めるところにより管理費を減額することができる。 
 

第４章 利用者の処遇 
 

（基本原理） 
第 17 条 利用者の処遇については、施設の基本方針並びに個々の年齢、性別、生活歴及び心身の

健康状態等を考慮した生活指導、健康管理や給食の指導、相談援助、レクリェーション、研修

等の処遇方針を年度当初に定め、日常生活が快適で楽しい安らかな生活を過ごせるよう処遇す

ることを基本とする。 
 
（生活指導、助言） 
第 18 条 施設職員は、利用者の相談の場を積極的につくり、親愛の念をもって秩序ある日常生活

が営まれるよう指導助言を行わなければならない。また、必要により行政や在宅福祉サービス
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等と十分な連携をとり、その有効な利用について積極的な援助を行うものとする。 
２ 利用者が心身の故障等で日常生活が独力でできず、又は疾病等で介護者が必要になった場合

には、特定施設介護、又は外部の在宅サービスが受けられるよう迅速な措置をとることとする。

なお、各種サービス等にかかる経費は、利用者の負担とする。 
 
（教養娯楽と活動） 
第 19 条 利用者の教養娯楽と活動には、新聞、図書、テレビ、クラブ活動等の活用を図るととも

に、音楽その他の娯楽やレクリェーション、旅行、運動競技などの実施に便宜を図り、余暇活

動の充実に努めるものとする。 
 
（食 事） 
第 20 条 利用者に対しては、毎日三食の食事を提供する。ただし、あらかじめ食事をしない旨の

申し出があった場合は、食事の提供はしないものとする。 
２ 給食はできるだけ変化にとみ、十分な栄養が確保されるよう考慮し、調理にあたっては、利

用者の身体的状況及び嗜好を考慮した献立により実施するものとする。 
３ （提供する給食内容は、）週間予定献立表を作成し、これを食堂に掲示するものとする。 
４ （給食は、）職員が交替で検食を毎食ごとに行い、これを記録し、給食会議を月 1 回以上行い、

給食の充実に努めるものとする。 
５ 給食時間は、朝食 8 時、昼食 12 時、夕食 18 時から提供するものとする。 
６ 調理室、食品庫、給食専用トイレ等は、関係者以外の立ち入りを規制し、特に清潔、安全を

保持するよう管理するものとする。 
 
（入 浴） 
第 21 条 入浴場は週 4 回開場し、利用者が定められた日及び時間帯に入浴できるよう準備をす

るものとする。 
２ 個別の入浴介助は、特定施設介護により行うものとする。 
３ 第 1 項の規定にかかわらず、シャワーは常時使用できるよう配慮するものとする。 
 
（保健衛生） 
第 22 条 利用者の保健衛生、健康管理の維持向上を図るため、次の各号に掲げることを実施する

ものとする。 
（１）衛生知識、健康管理の普及指導をすること。 
（２）利用者の入所時に健康診断書の提出と、年 1 回以上の健康診断を実施すること。 
（３）利用者が健康に異常を認め、また申出があったときは、速やかに医師に連絡して便宜を図

ること。 
（４）施設内外を常に清潔に保つとともに、年 2 回以上の大掃除を行うこと。 
（５）居室内の清掃を行い、常に清潔を保つよう衛生指導し助言すること。 
 
（個別的サービス） 
第 23 条 利用者に対する通院や入退院の個別的な外出介助サービス及び買い物等の個別的な代行

サービスを行うものとする。なお、サービスにかかる経費は、利用者の負担とする。 
 

第５章 利用者の規律 
 
（規 律） 
第 24 条 施設長は、施設の円滑な運営を図るため、利用者が守るべき利用者心得（別紙）を配布

し、その趣旨の徹底を図り、利用者は、次の事項を守らなければならない。 
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（１）利用者は、お互い個々の人間性を尊重し、他人に迷惑をかけず、規律を守り相互の友愛と

親和を保ち、心身の安定を図るよう努力すること。 
（２）施設及び居室の清掃、整理その他環境衛生の保持のため協力するとともに、身の回りを整

え、身体及び衣類の清潔に努めること。 
（３）建物や備品等を大切に取り扱うよう務め、火災防止に特に注意を払い協力すること。また、

施設内に動物や危険物の持ち込みは禁止する。 
（４）飲酒は、施設長が定めた時間と場所等の範囲内で行うこと。喫煙も所定の場所で行うこ

と。 
（５）特定施設介護を受ける者は、特定施設運営規程を遵守すること。 
（６）その他、特に施設長が必要と定めたこと。 
 
（外出、外泊） 
第 25 条 利用者が外出・外泊するときは、事前に施設長に申し出て、所定の用紙により許可を受

けなければならない。又、許可内容が変更になった場合には、事前に承認を得るとともに、施

設に戻ったときには直ちに届け出るものとする。 
 
（収入申告書の提出） 
第 26 条 利用者は、翌年度の利用料のうち事務費の負担額を算出するための資料となる前年の

収入申告書（別紙）を毎年 5 月末までに施設長に提出しなければならない。 
２ 前項に規定する収入申告書には、次に掲げる書類を添付するものとする。 
（１）収入金額の認定に必要な書類 

ア 前年度の所得税の確定申告の写し 
  イ 年金通知書の写し 
（２）必要経費の認定に必要な書類 
  ア 社会保険料、医療費等の領収書の写し 

イ 道市民税の納入通知書 
（３）その他施設長が指定する書類 
 
（面 会） 
第 27 条 利用者に面会しようとする外来者は、面会簿に必要事項を記入し面会なければならな

い。 
 
（身上変更の届出） 
第 28 条 利用者は、身上に関する重要な事項に変更が生じたときは、速やかに施設長又は生活指

導員に届け出なければならない。 
 

第６章 その他管理に必要な事項 
 
（非常災害対策） 
第 29 条 施設長又は防火管理者は、非常災害その他急迫の事態に備えて、利用者の安全を図るた

め、別に定める防火管理規程に基づき、常に安全確保に努めければならない。 
 
（帳簿の整理） 
第 30 条 施設は、設備、職員、庶務、会計及び利用者の処遇の状況に関する次に掲げる帳簿を整

理しておかなければならない。 
（１）管理に関する帳簿 

ア．事業日誌 
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イ．沿革に関する記録 
ウ．職員の勤務状況、給与等に関する記録 
エ．条例、定款及び施設運営に必要な諸規程 
オ．重要な会議に関する記録 
カ．月間及び年間の事業計画表及び事業実施状況表 
キ．関係官署に対する報告書等の文書綴 

（２）利用者に関する帳簿 
ア．利用者名簿 
イ．利用者の身上記録台帳 
ウ．利用契約書 
エ．処遇日誌 
オ．献立その他給食に関する記録 
カ．利用者の健康管理に関する記録 

（３）会計経理に関する帳簿 
ア．収支予算及び収支決算に関する帳簿 
イ．金銭の出納に関する帳簿 
ウ．債権債務に関する帳簿 
エ．収入支出に関する帳簿 
オ．資産に関する帳簿 
カ．その他証拠書類等 

 
（教育研修） 
第 31 条 社会福祉に従事する職員に対しては、福祉に対する観念と資質及び技術の研修を図るた

め、必要と認められる研修に参加させ、又は実施するものとする。 

 
（職員給食及び家族等給食） 
第 32 条 職員及び利用者の家族等に必要に応じて、給食を提供することができる。その場合の

給食費の単価は、利用者食費目標単価の 20 パーセント増しとする。 
２ 職員給食費の徴収は、個人別実績に基づき月単位で翌月給与から徴収するものとする。 
３ 家族等給食費の徴収は、都度徴収するものとする。 
 
（補 則） 
第 33 条 この規程を変更改正、廃止するとき、又はこの規程に定めるもののほか必要な事項に

ついては、理事会の議決を経るものとする。 
 
附 則 
この規程は、平成 12 年 8 月 1 日から施行する。 

平成 15 年 4 月 1 日一部改正 
平成 18 年 4 月 1 日一部改正 
平成 19 年 8 月 1 日一部改正 
平成 25 年 4 月 1 日一部改正 
平成 25 年 6 月 1 日一部改正 
平成 26 年 7 月 4 日一部改正 
平成 26 年 8 月 15 日一部改正 
平成 27 年 4 月 1 日一部改正（別表の改正） 
平成 27 年 8 月 24 日一部改正、平成 27 年 8 月 1 日適用（別表の改正） 
平成 27 年 12 月 1 日一部改正 
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別表１

(一般利用者利用料)

ケアハウス　オパール室蘭

(平成27年8月24日改正、平成27年8月1日適用)

事務費 生活費 管理費

① ② ③ 5月～9月 10月～4月

1 1,500,000 円以下 10,000 46,090 20,000 76,090 85,150

2 1,500,001 ～ 1,600,000 13,000 46,090 20,000 79,090 88,150

3 1,600,001 ～ 1,700,000 16,000 46,090 20,000 82,090 91,150

4 1,700,001 ～ 1,800,000 19,000 46,090 20,000 85,090 94,150

5 1,800,001 ～ 1,900,000 22,000 46,090 20,000 88,090 97,150

6 1,900,001 ～ 2,000,000 25,000 46,090 20,000 91,090 100,150

7 2,000,001 ～ 2,100,000 30,000 46,090 20,000 96,090 105,150

8 2,100,001 ～ 2,200,000 35,000 46,090 20,000 101,090 110,150

9 2,200,001 ～ 2,300,000 40,000 46,090 20,000 106,090 115,150

10 2,300,001 ～ 2,400,000 45,000 46,090 20,000 111,090 120,150

11 2,400,001 ～ 2,500,000 50,000 46,090 20,000 116,090 125,150

12 2,500,001 ～ 2,600,000 57,000 46,090 20,000 123,090 132,150

13 2,600,001 ～ 2,700,000 64,000 46,090 20,000 130,090 139,150

14 2,700,001 ～ 2,800,000 65,000 46,090 20,000 131,090 140,150

15 2,800,001 ～ 2,900,000 65,000 46,090 20,000 131,090 140,150

16 2,900,001 ～ 3,000,000 65,000 46,090 20,000 131,090 140,150

17 3,000,001 ～ 3,100,000 65,000 46,090 20,000 131,090 140,150

18 3,100,001 円以上 65,000 46,090 20,000 131,090 140,150

●　この表における「対象年収」とは、前年の収入から租税、社会保険料、医療費等の必要経費

　　を控除した後の金額です。

●　生活費で10月から4月までの7か月間は、暖房費が月額9,060円加算されます。

●　夫婦で入居する場合については、夫婦の収入及び必要経費を合算し、合計の1/2をそれぞれ

　　個々の対象収入とし、その額が150万円以下に該当するときは夫婦それぞれの事務費徴収額

　　は、一覧表の額より30％減額した金額となります。

利 用 料 金 一 覧 表

対象収入による区分 月額利用料　①+②+③

(年間収入）
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別表２

(特定施設入居者生活介護者利用料)

ケアハウス　オパール室蘭

(平成27年8月24日改正、平成27年8月1日適用)

事務費 生活費 管理費

① ② ③ 5月～9月 10月～4月

1 1,500,000 円以下 10,000 46,090 20,000 76,090 85,150

2 1,500,001 ～ 1,600,000 13,000 46,090 20,000 79,090 88,150

3 1,600,001 ～ 1,700,000 16,000 46,090 20,000 82,090 91,150

4 1,700,001 ～ 1,800,000 19,000 46,090 20,000 85,090 94,150

5 1,800,001 ～ 1,900,000 22,000 46,090 20,000 88,090 97,150

6 1,900,001 ～ 2,000,000 25,000 46,090 20,000 91,090 100,150

7 2,000,001 ～ 2,100,000 30,000 46,090 20,000 96,090 105,150

8 2,100,001 ～ 2,200,000 32,700 46,090 20,000 98,790 107,850

9 2,200,001 ～ 2,300,000 32,700 46,090 20,000 98,790 107,850

10 2,300,001 ～ 2,400,000 32,700 46,090 20,000 98,790 107,850

11 2,400,001 ～ 2,500,000 32,700 46,090 20,000 98,790 107,850

12 2,500,001 ～ 2,600,000 32,700 46,090 20,000 98,790 107,850

13 2,600,001 ～ 2,700,000 32,700 46,090 20,000 98,790 107,850

14 2,700,001 ～ 2,800,000 32,700 46,090 20,000 98,790 107,850

15 2,800,001 ～ 2,900,000 32,700 46,090 20,000 98,790 107,850

16 2,900,001 ～ 3,000,000 32,700 46,090 20,000 98,790 107,850

17 3,000,001 ～ 3,100,000 32,700 46,090 20,000 98,790 107,850

18 3,100,001 円以上 32,700 46,090 20,000 98,790 107,850

●　この表における「対象年収」とは、前年の収入から租税、社会保険料、医療費等の必要経費

　　を控除した後の金額です。

●　生活費で10月から4月までの7か月間は、暖房費が月額9,060円加算されます。

●　夫婦で入居する場合については、夫婦の収入及び必要経費を合算し、合計の1/2をそれぞれ

　　個々の対象収入とし、その額が150万円以下に該当するときは夫婦それぞれの事務費徴収額

　　は、一覧表の額より30％減額した金額となります。

●　特定施設入居者生活介護利用者の介護保険料(1割負担分)は、介護認定度により異なります。

利 用 料 金 一 覧 表

対象収入による区分 月額利用料　①+②+③

(年間収入）
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別表３

(一般利用者利用料)

ケアハウスオパール八丁平

(平成27年8月24日改正、平成27年8月1日適用)

事務費 生活費 管理費

① ② ③ 5月～9月 10月～4月

1 1,500,000 円以下 10,000 46,090 25,000 81,090 90,150

2 1,500,001 ～ 1,600,000 13,000 46,090 25,000 84,090 93,150

3 1,600,001 ～ 1,700,000 16,000 46,090 25,000 87,090 96,150

4 1,700,001 ～ 1,800,000 19,000 46,090 25,000 90,090 99,150

5 1,800,001 ～ 1,900,000 22,000 46,090 25,000 93,090 102,150

6 1,900,001 ～ 2,000,000 25,000 46,090 25,000 96,090 105,150

7 2,000,001 ～ 2,100,000 30,000 46,090 25,000 101,090 110,150

8 2,100,001 ～ 2,200,000 35,000 46,090 25,000 106,090 115,150

9 2,200,001 ～ 2,300,000 40,000 46,090 25,000 111,090 120,150

10 2,300,001 ～ 2,400,000 45,000 46,090 25,000 116,090 125,150

11 2,400,001 ～ 2,500,000 50,000 46,090 25,000 121,090 130,150

12 2,500,001 ～ 2,600,000 57,000 46,090 25,000 128,090 137,150

13 2,600,001 ～ 2,700,000 64,000 46,090 25,000 135,090 144,150

14 2,700,001 ～ 2,800,000 70,000 46,090 25,000 141,090 150,150

15 2,800,001 ～ 2,900,000 70,000 46,090 25,000 141,090 150,150

16 2,900,001 ～ 3,000,000 70,000 46,090 25,000 141,090 150,150

17 3,000,001 ～ 3,100,000 70,000 46,090 25,000 141,090 150,150

18 3,100,001 円以上 70,000 46,090 25,000 141,090 150,150

●　この表における「対象年収」とは、前年の収入から租税、社会保険料、医療費等の必要経費

　　を控除した後の金額です。

●　生活費で10月から4月までの7か月間は、暖房費が月額9,060円加算されます。

●　夫婦で入居する場合については、夫婦の収入及び必要経費を合算し、合計の1/2をそれぞれ

　　個々の対象収入とし、その額が150万円以下に該当するときは夫婦それぞれの事務費徴収額

　　は、一覧表の額より30％減額した金額となります。

月額利用料　①+②+③対象収入による区分

(年間収入）

利 用 料 金 一 覧 表
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別表４

(特定施設入居者生活介護者利用料)

ケアハウスオパール八丁平

(平成27年8月24日改正、平成27年8月1日適用)

事務費 生活費 管理費

① ② ③ 5月～9月 10月～4月

1 1,500,000 円以下 10,000 46,090 25,000 81,090 90,150

2 1,500,001 ～ 1,600,000 13,000 46,090 25,000 84,090 93,150

3 1,600,001 ～ 1,700,000 16,000 46,090 25,000 87,090 96,150

4 1,700,001 ～ 1,800,000 19,000 46,090 25,000 90,090 99,150

5 1,800,001 ～ 1,900,000 22,000 46,090 25,000 93,090 102,150

6 1,900,001 ～ 2,000,000 25,000 46,090 25,000 96,090 105,150

7 2,000,001 ～ 2,100,000 30,000 46,090 25,000 101,090 110,150

8 2,100,001 ～ 2,200,000 35,000 46,090 25,000 106,090 115,150

9 2,200,001 ～ 2,300,000 37,700 46,090 25,000 108,790 117,850

10 2,300,001 ～ 2,400,000 37,700 46,090 25,000 108,790 117,850

11 2,400,001 ～ 2,500,000 37,700 46,090 25,000 108,790 117,850

12 2,500,001 ～ 2,600,000 37,700 46,090 25,000 108,790 117,850

13 2,600,001 ～ 2,700,000 37,700 46,090 25,000 108,790 117,850

14 2,700,001 ～ 2,800,000 37,700 46,090 25,000 108,790 117,850

15 2,800,001 ～ 2,900,000 37,700 46,090 25,000 108,790 117,850

16 2,900,001 ～ 3,000,000 37,700 46,090 25,000 108,790 117,850

17 3,000,001 ～ 3,100,000 37,700 46,090 25,000 108,790 117,850

18 3,100,001 円以上 37,700 46,090 25,000 108,790 117,850

●　この表における「対象年収」とは、前年の収入から租税、社会保険料、医療費等の必要経費

　　を控除した後の金額です。

●　生活費で10月から4月までの7か月間は、暖房費が月額9,060円加算されます。

●　夫婦で入居する場合については、夫婦の収入及び必要経費を合算し、合計の1/2をそれぞれ

　　個々の対象収入とし、その額が150万円以下に該当するときは夫婦それぞれの事務費徴収額

　　は、一覧表の額より30％減額した金額となります。

●　特定施設入居者生活介護利用者の介護保険料(1割負担分)は、介護認定度により異なります。

利 用 料 金 一 覧 表

対象収入による区分 月額利用料　①+②+③

(年間収入）
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